
 

規則番号 規     則     名 所  管  名 公 布 年 月 日 

規則第６２号 さいたま市消防団員等公務災害補償条例施

行規則の一部を改正する規則 消防団活躍推進室 令和４年７月１日 

規則第６３号 さいたま市心身障害者医療費支給条例施行

規則の一部を改正する規則 年 金 医 療 課 令和４年８月１日 

規則第６４号 
さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援

医療費の助成に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 
年 金 医 療 課 令和４年８月１日 

規則第６５号 さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例

施行規則の一部を改正する規則 年 金 医 療 課 令和４年８月１日 

規則第６６号 さいたま市立病院管理規則の一部を改正す

る規則 医 事 課 令和４年８月８日 

規則第６７号 さいたま市放課後児童クラブ条例施行規則

の一部を改正する規則 青 少 年 育 成 課 令和４年８月１５日 

規則第６８号 
さいたま市特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業に関する利用者負担額を定め

る条例施行規則の一部を改正する規則 
保 育 課 令和４年９月６日 

規則第６９号 さいたま市長期優良住宅の普及の促進に関

する法律施行細則の一部を改正する規則 住 宅 政 策 課 令和４年９月１３日 

規則第７０号 さいたま市職員互助会条例施行規則の一部

を改正する規則 職 員 課 令和４年９月２６日 

規則第７１号 
さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例施行規則の一部を改正する規

則 
人 事 課 令和４年９月２９日 

規則第７２号 さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及

び休暇に関する規則の一部を改正する規則 人 事 課 令和４年９月２９日 

規則第７３号 さいたま市職員の育児休業等に関する条例

施行規則の一部を改正する規則 人 事 課 令和４年９月２９日 

規則第７４号 
さいたま市会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 
職 員 課 令和４年９月２９日 

規則第７５号 さいたま市職員の期末手当及び勤勉手当に

関する規則の一部を改正する規則 職 員 課 令和４年９月２９日 

規則第７６号 さいたま市国民健康保険条例施行規則の

一部を改正する規則 
国民健康保険課 令和４年９月２９日 

 



 

 

さいたま市規則第６２号 

   さいたま市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市消防団員等公務災害補償条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第２

５０号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第１０号（第１８条関係）（裏） 様式第１０号（第１８条関係）（裏） 
注 意 事 項 

１～３ ［略］ 
４ この補償を受ける権利は、譲り渡したり、

 担保に供することはできません。また、差

押えを受けることもありません。 
 
 
 
 
 
５～７ ［略］ 

 

注 意 事 項 
１～３ ［略］ 
４ この補償を受ける権利は、譲り渡したり、

 担保に供することはできません。また、差

押えを受けることもありません。ただし、

消防団員における傷病補償又は年金である

障害補償若しくは遺族補償を受ける権利を

株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開

発金融公庫に担保に供する場合は、この限

りではありません。 
５～７ ［略］ 

 

 ［略］  ［略］ 
  

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第６３号 

   さいたま市心身障害者医療費支給条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市心身障害者医療費支給条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１１

２号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第３号（第４条関係） 様式第３号（第４条関係） 

（表） （表） 

さいたま市心身障害者医療費受給資格証 

 ［略］ 

現物給付 

対象医療機関 

 

さいたま市長  印 
現物給付 

限度額 

 

 

心身障害者医療費受給資格証 

 ［略］ 

発行機関名 さいたま市長     印 

 

  

（裏） （裏） 

［略］ 
 

［略］ 
 

  

   附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 



 

 

さいたま市規則第６４号 

さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例施行規則

の一部を改正する規則 

さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例施行規則（平

成２０年さいたま市規則第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （受給資格を有する期間）  （受給資格を有する期間） 

第１０条 ［略］ 第１０条 ［略］ 

２ 前項の規定にかかわらず、受給資格者が次の各

号のいずれかに該当するときは、当該各号に定め

る日から受給資格を有していたものとみなす。 

２ 前項の規定にかかわらず、受給資格者が次の各

号のいずれかに該当するときは、当該各号に定め

る日から受給資格を有していたものとみなす。 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 条例第７条第３項又は第４項の規定により市

長が受給対象者として登録したとき 登録した

日 

   

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、災害その他やむ

を得ない理由により登録申請ができなかった場

合において、その理由がやんだ日から１年以内

に登録申請をしたとき やむを得ない理由によ

り登録申請ができなくなった日 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、災害その他やむを

得ない理由により登録申請ができなかった場合

において、その理由がやんだ日から１年以内に

登録申請をしたとき やむを得ない理由により

登録申請ができなくなった日 

  

 （条例第７条第３項及び第４項に規定する規則で

定める場合） 

 

第１０条の２ 条例第７条第３項に規定する規則で

定める場合は、次に掲げる場合とする。 

 

 ⑴ 乳幼児・児童が条例第２条第２号ウに掲げる

者に該当したことにより受給資格者が条例によ

る子育て支援医療費助成金の支給を受けること

ができなくなった後、当該乳幼児・児童がさい

たま市心身障害者医療費支給条例（平成１３年

さいたま市条例第１６８号）による受給資格を

喪失し、かつ、当該乳幼児・児童を現に監護し

ている者が条例第２条第３号に掲げる保護者の

要件を満たすと認められる場合 

 

 ⑵ 乳幼児・児童が条例第２条第２号ウに掲げる  



 

 

者に該当したことにより受給資格者が条例によ

る子育て支援医療費助成金の支給を受けること

ができなくなった後、当該乳幼児・児童がさい

たま市心身障害者医療費支給条例第４条第４項 

  の規定により医療費助成金の支給を受けること

ができなくなり、かつ、当該乳幼児・児童を現

に監護している者が条例第２条第３号に掲げる

保護者の要件を満たすと認められる場合 

 ⑶ 乳幼児・児童が条例第２条第２号ウに掲げる

者に該当したことにより受給資格者が条例によ

る子育て支援医療費助成金の支給を受けること

ができなくなった後、当該乳幼児・児童がさい

たま市心身障害者医療費支給条例第４条第５項

の規定により医療費助成金の支給を受けること

ができなくなり、かつ、当該乳幼児・児童を現

に監護している者が条例第２条第３号に掲げる

保護者の要件を満たすと認められる場合 

 

２ 条例第７条第４項に規定する規則で定める場合

は、次に掲げる場合とする。 

 

 ⑴ 乳幼児・児童が条例第２条第２号エに掲げる

者に該当したことにより条例による子育て支援

医療費助成金の支給を受けることができなくな

った保護者が、さいたま市ひとり親家庭等医療

費支給条例（平成１３年さいたま市条例第１８

０号）による受給資格を喪失し、かつ、条例第

２条第３号に掲げる保護者の要件を満たすと認

められる場合 

 

 ⑵ 乳幼児・児童が条例第２条第２号エに掲げる

者に該当したことにより条例による子育て支援

医療費助成金の支給を受けることができなくな

った保護者が、さいたま市ひとり親家庭等医療

費支給条例第４条第１項の規定によりひとり親

家庭等医療費の支給を受けることができなくな

り、かつ、条例第２条第３号に掲げる保護者の

要件を満たすと認められる場合 

 

  

 （受給資格証の交付等）  （受給資格証の交付等） 

第１１条 市長は、条例第７条第５項の規定により、

 受給資格者に対し、第１０条に規定する期間にお

いて有効な子育て支援医療費受給資格証（様式第

７号）を交付するものとする。 

第１１条 市長は、条例第７条第３項の規定により、

 受給資格者に対し、前条に規定する期間において

有効な子育て支援医療費受給資格証（様式第７号

）を交付するものとする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

様式第７号（第１１条関係） 様式第７号（第１１条関係） 

（表） （表） 

さいたま市子育て支援医療費受給資格証 

 ［略］ 

現物給付   

対象医療機関   

子育て支援医療費受給資格証 

 ［略］ 

 



 

 

現物給付 

限度額 

 
さいたま市長  印 

 

さいたま市長     印 
 

  

（裏） （裏） 

［略］ 
 

［略］ 
 

  

   附 則 

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第６５号 

   さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第

１２３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （所得の範囲）  （所得の範囲） 

第１１条 条例第４条第１項に規定する所得の範囲

は、申請日の前年の所得（１月から６月までに申

請するものについては、前々年の所得。条例第９

条第２項の規定により届出をする場合は、届出を

した日の属する年の前年の所得。以下同じ。）の

うち、次に掲げる所得とする。 

第１１条 条例第４条第１項に規定する所得の範囲

は、申請日の前年の所得（１月から６月までに申

請するものについては、前々年の所得。条例第９

条第２項の規定により届出をする場合は、届出を

した日の属する年の前年の所得。以下同じ。）の

うち、次に掲げる所得とする。 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 条例第４条第１項第１号に規定するひとり親

等（以下この条及び第１３条において「ひとり

親等」という。）が母であるときの当該母がそ

の監護する児童の父から当該児童の養育に必要

な費用の支払として受ける金品その他の経済的

な利益（当該児童の世話その他の役務の提供を

内容とするものを除く。）に係る所得（以下「

養育費所得」という。） 

 ⑵ 条例第４条第１項第１号に規定するひとり親 

  等（以下この条において「ひとり親等」という。

  ）が母であるときの当該母がその監護する児童

の父から当該児童の養育に必要な費用の支払と

して受ける金品その他の経済的な利益（当該児

童の世話その他の役務の提供を内容とするもの

を除く。）に係る所得（以下「養育費所得」と

いう。） 

 ⑶ ［略］  ⑶ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （条例第４条第２項の規則で定める特例）  （条例第４条第２項の規則で定める特例） 

第１３条 ［略］ 第１３条 ［略］ 

２ 前項の規定の適用により同項に規定する期間に

係るひとり親家庭等医療費が支給された場合にお

いて、次の各号に該当するときは、その支給を受

けた者は、それぞれ当該各号に規定するひとり親

家庭等医療費で同項に規定する期間に係るものに

相当する金額を市長に返還しなければならない。 

２ 前項の規定の適用により同項に規定する期間に

係るひとり親家庭等医療費が支給された場合にお

いて、次の各号に該当するときは、その支給を受

けた者は、それぞれ当該各号に規定するひとり親

等医療費で同項に規定する期間に係るものに相当

する金額を市長に返還しなければならない。 

 ⑴ 当該被災者（ひとり親等（次号に規定する養

育者を除く。）に限る。以下この号において同

じ。）の当該損害を受けた年の所得が、当該被

災者の扶養親族等及び当該被災者の扶養親族等

 ⑴ 当該被災者（ひとり親家庭等の父又は母に限

る。以下この号において同じ。）の当該損害を

受けた年の所得が、当該被災者の扶養親族等及

び当該被災者の扶養親族等でない児童で当該被



 

 

でない児童で当該被災者がその年の１２月３１

日において生計を維持したものの有無及び数に

応じて、別表第１で定める額以上であるとき 

当該被災により支給されたひとり親家庭等医療

費 

災者がその年の１２月３１日において生計を維

持したものの有無及び数に応じて、別表第１で

定める額以上であるとき 当該被災により支給

されたひとり親家庭等医療費 

 ⑵ 当該被災者（第１０条第１項各号に掲げる児

童の養育者に限る。以下この号において同じ。

）の当該損害を受けた年の所得が、当該被災者

の扶養親族等及び当該被災者の扶養親族等でな

い児童で当該被災者がその年の１２月３１日に

おいて生計を維持したものの有無及び数に応じ

て、別表第２で定める額以上であるとき 当該

被災により支給されたひとり親家庭等医療費 

 ⑵ 当該被災者（条例第２条第３項に規定する養

育者に限る。以下この号において同じ。）の当

該損害を受けた年の所得が、当該被災者の扶養

親族等及び当該被災者の扶養親族等でない児童

で当該被災者がその年の１２月３１日において

生計を維持したものの有無及び数に応じて、別

表第２で定める額以上であるとき 当該被災に

より支給されたひとり親家庭等医療費 

 ⑶ ［略］  ⑶ ［略］ 

  

 （受給資格証の交付申請）  （受給資格証の交付申請） 

第１４条 ［略］ 第１４条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 市長は、条例第５条第２項の規定により受給対

象者と認めたときは、ひとり親家庭等医療費受給

資格証交付申請書（現況届）兼受給資格者台帳に

記載して、同条第４項の規定により、同項に規定

する受給資格者（以下「受給資格者」という。）

に対し、ひとり親家庭等医療費受給資格証（様式

第４号。以下「受給資格証」という。）を交付す

るものとする。 

３ 市長は、条例第５条第２項の規定により受給対

象者と認めたときは、ひとり親家庭等医療費受給

資格証交付申請書（現況届）兼受給資格者台帳に

記載して、同条第３項の規定により、同項に規定

する受給資格者（以下「受給資格者」という。）

に対し、ひとり親家庭等医療費受給資格証（様式

第４号。以下「受給資格証」という。）を交付す

るものとする。 

４ 条例第５条第３項に規定する規則で定める場合

は、次に掲げる場合とする。 

 

 ⑴ 条例第３条第２項第５号に掲げる者に該当し

たことにより対象者でなくなったものが、さい

たま市心身障害者医療費支給条例（平成１３年

さいたま市条例第１６８号）による受給資格を

喪失し、再び対象者の要件を満たすと認める場

合 

 

 ⑵ 条例第３条第２項第５号に掲げる者に該当し

たことにより対象者でなくなったものが、さい

たま市心身障害者医療費支給条例第４条第４項

の規定により医療費助成金の支給を受けること

ができなくなり、再び対象者の要件を満たすと

認める場合 

 

 ⑶ 条例第３条第２項第５号に掲げる者に該当し

たことにより対象者でなくなったものが、さい

たま市心身障害者医療費支給条例第４条第５項

の規定により医療費助成金の支給を受けること

ができなくなり、再び対象者の要件を満たすと

認める場合 

 

５ ［略］ ４ ［略］ 

６ 市長は、条例第５条第５項の規定により受給対

象者としないことを決定したときは、ひとり親家

５ 市長は、条例第５条第４項の規定により受給対

象者としないことを決定したときは、ひとり親家



 

 

庭等医療費受給資格証交付申請却下通知書（様式

第６号）により通知するものとする。 

庭等医療費受給資格証交付申請却下通知書（様式

第６号）により通知するものとする。 

  

 （受給資格証の有効期間等）  （受給資格証の有効期間等） 

第１５条 ［略］ 第１５条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれか

に該当するときは、当該各号に定める日を申請日

とみなす。 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれか

に該当するときは、当該各号に定める日を申請日

とみなす。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 条例第５条第３項の規定により市長が受給対

象者として登録したとき 登録した日 

 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、対象者が災害そ

の他やむを得ない理由により条例第５条第１項 

  の申請をすることができなかった場合において、

  当該理由がやんだ後１５日以内にその交付申請

をしたとき 当該理由により当該交付申請をす

ることができなくなった日 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、対象者が災害そ

の他やむを得ない理由により条例第５条第１項 

  の申請をすることができなかった場合において、

  当該理由がやんだ後１５日以内にその交付申請

をしたとき 当該理由により当該交付申請をす

ることができなくなった日 

  

 （届出義務）  （届出義務） 

第２０条 条例第９条第１項に規定する規則で定め

る事項は、次に掲げるとおりとする。 

第２０条 

 ⑴ 条例第５条第１項の規定により申請した事項  

 ⑵ 受給対象者の障害の程度（当該障害の程度が、

  さいたま市心身障害者医療費支給条例第２条第

１項各号に掲げる者と同程度の場合に限る。）

に関する事項 

 

２ 条例第９条第１項に規定する届出は、ひとり親

家庭等医療費受給資格者変更（消滅）届（様式第

１１号）に受給資格証を添付して行わなければな

らない。ただし、異動する事項が前項第２号に掲

げる事項のみである場合は、この限りでない。 

  条例第９条第１項に規定する届出は、ひとり親

家庭等医療費受給資格者変更（消滅）届（様式第

１１号）に受給資格証を添付して行わなければな

らない。 

３ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （受給資格証の更新、支給停止の通知等）  （受給資格証の更新、支給停止の通知等） 

第２１条 市長は、前条の規定により届出を受理し

た場合（前条第３項ただし書の規定により届出を

省略した場合を含む。）において、条例第４条第

１項の規定に該当しないと決定したときは、受給

資格証を交付し、同条の規定により対象者としな

いと決定したときは支給停止通知書により通知す

るものとする。 

第２１条 市長は、前条の規定により届出を受理し

た場合（前条第２項ただし書の規定により届出を

省略した場合を含む。）において、条例第４条第

１項の規定に該当しないと決定したときは、受給

資格証を交付し、同条の規定により対象者としな

いと決定したときは支給停止通知書により通知す

るものとする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 様式第４号（表）を次のように改める。 

  



様式第４号（第１４条関係）（表）

印

交付年月日

現物給付
対象医療機関

現物給付
限度額

さいたま市長

有 効 期 間

さいたま市ひとり親家庭等医療費受給資格証

公費負担者番号

受給資格者番号

申請者
住所

氏名

受給
対象者

氏名

生年月日



 

 

   附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 



 

 

さいたま市規則第６６号 

   さいたま市立病院管理規則の一部を改正する規則 

 さいたま市立病院管理規則（平成１３年さいたま市規則第１４５号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第２（第１３条関係） 別表第２（第１３条関係） 

［略］ 

厚生労働省告示第２条第４号

に規定する初診のうち、医師

である保険医による初診 

７，０００円 

厚生労働省告示第２条第４号

に規定する初診のうち、歯科

医師である保険医による初診 

５，０００円 

厚生労働省告示第２条第５号

に規定する再診のうち、医師

である保険医による再診 

３，０００円 

厚生労働省告示第２条第５号

に規定する再診のうち、歯科

医師である保険医による再診 

１，９００円 

［略］ 

 備考 ［略］ 

［略］ 

厚生労働省告示第２条第４号

に規定する初診のうち、医師

である保険医による初診 

５，０００円 

厚生労働省告示第２条第４号

に規定する初診のうち、歯科

医師である保険医による初診 

３，０００円 

厚生労働省告示第２条第５号

に規定する再診のうち、医師

である保険医による再診 

２，５００円 

厚生労働省告示第２条第５号

に規定する再診のうち、歯科

医師である保険医による再診 

１，５００円 

［略］ 

 備考 ［略］ 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後のさいたま市立病院管理規則別表第２の規定は、この規則

の施行の日以後の受診に係る使用料について適用し、同日前の受診に係る使用料に

ついては、なお従前の例による。 



 

さいたま市規則第６７号 

   さいたま市放課後児童クラブ条例施行規則の一部を改正する規則 

さいたま市放課後児童クラブ条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１２１号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
 （入室の手続）  （入室の手続） 
第２条 条例第１条に規定するクラブ（以下「クラ

ブ」という。）へ入室しようとするときは、当該

児童の保護者（条例第６条に規定する保護者をい

う。以下同じ。）において、放課後児童クラブ入

室申込書（様式第１号）に次の書類を添付して市

長に申し込まなければならない。 

第２条 条例第１条に規定するクラブ（以下「クラ

ブ」という。）へ入室しようとするときは、当該

児童の保護者（条例第６条に規定する保護者をい

う。以下同じ。）において、放課後児童クラブ入

室申込書（様式第１号）に次の書類を添付して市

長に申し込まなければならない。 
 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 
 ⑵ 家庭状況調書（様式第３号）  ⑵ 家族状況調書（様式第３号） 
 ⑶・⑷ ［略］  ⑶・⑷ ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
  
様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係） 
 ［略］  ［略］ 

放課後児童クラブ入室申込書 放課後児童クラブ入室申込書 
 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
入室を

希望す

る理由 

１ 就労 ２ 求職活動 ３ 就学 

４ 出産 ５ 病気／障害／看護・介 
護 ６ 災害 ７ その他（  ） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
入室を

希望す

る理由 

 
 
 

 ［略］ 
 

 ［略］  ［略］ 
  
様式第２号（第２条関係） 様式第２号（第２条関係） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
勤 務 証 明 書 

           年   月   日 
 （宛先）さいたま市長 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
勤 務 証 明 書 

 （宛先）さいたま市長 
     年  月  日 



 

        □勤務している 
下記のとおり、          ことを 

□採用予定である 
証明します。 
 
       所 在 地  

事業者 会社名（店名） 
       代表者氏名      
       電 話 番 号   （  ） 
       記入担当部署  記入者名  
       連 絡 先   （  ） 
 ［略］ 

 

        □勤務している 
次のとおり、          ことを 

□採用予定である 
証明します。 
 
        所 在 地  
   事業者  会社名（店名)  
        代表者氏名     ○印  
        電 話 番 号   （  ） 

 
 

 ［略］ 
 

 ［略］  ［略］ 
  

 様式第３号（その１）を次のように改める。 

  



様式第３号(その１)（第２条関係） 
 

家 庭 状 況 調 書 
 

フリガナ 申込児童 

との続柄 

生年月日 

（入室希望日現在の年齢） 
現在の状況 

児童の保護者・同居者の氏名 

 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ 

 年 月 日 
（   歳） 

１就労 ２求職活動 ３就学（            ） 

４出産 ５病気/障害/看護・介護 ６災害  

７その他（                     ）  

 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ 

 年 月 日 
（   歳） 

１就労 ２求職活動 ３就学（            ） 

４出産 ５病気/障害/看護・介護 ６災害  

７その他（                     ）  

 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ 

 年 月 日 
（   歳） 

１就労 ２求職活動 ３就学（            ） 

４出産 ５病気/障害/看護・介護 ６災害  

７その他（                     ）  

 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ 

 年 月 日 
（   歳） 

１就労 ２求職活動 ３就学（            ） 

４出産 ５病気/障害/看護・介護 ６災害  

７その他（                     ）  

 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ 

 年 月 日 
（   歳） 

１就労 ２求職活動 ３就学（            ） 

４出産 ５病気/障害/看護・介護 ６災害  

７その他（                     ）  

 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ 

 年 月 日 
（   歳） 

１就労 ２求職活動 ３就学（            ） 

４出産 ５病気/障害/看護・介護 ６災害  

７その他（                     ）  

 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ 

 年 月 日 
（   歳） 

１就労 ２求職活動 ３就学（            ） 

４出産 ５病気/障害/看護・介護 ６災害  

７その他（                     ）  

お迎えに

かかる 

所要時間 

○職場から自宅まで 

父     時間   分 

【交通手段： 車 ・ 電車 ・ バス ・ バイク ・自転車 ・ 徒歩 ・その他（            ）】 

 

母     時間   分 

【交通手段： 車 ・ 電車 ・ バス ・ バイク ・自転車 ・ 徒歩 ・その他（            ）】 

 

その他お迎え者 

     時間   分 

【交通手段： 車 ・ 電車 ・ バス ・ バイク ・自転車 ・ 徒歩 ・その他（               ）】 

 

○自宅からクラブまで  

     時間   分 

【交通手段： 車 ・ 電車 ・ バス ・ バイク ・自転車 ・ 徒歩 ・その他（               ）】 

 
 

 

 

お迎え者

氏名 

 

【児童との続柄：     】 



 

父
親
に
つ
い
て 

状 況 同居・別居中・離婚・未婚・調停中・死亡・その他（             ） 

職 業 会社員・公務員・パート・学生・その他（                 ） 

勤務先 
名称 

 

 
勤務先 
所在地 
 

 
 
 
電話番号    （   ） 

勤務時間等 
（月～金）   時   分 ～   時   分 
（土曜日）   時   分 ～   時   分 

母
親
に
つ
い
て 

状 況 同居・別居中・離婚・未婚・調停中・死亡・その他（             ） 

職 業 会社員・公務員・パート・学生・その他（                 ） 

勤務先 
名称 

  
勤務先 
所在地 
 

 
 
 
電話番号    （   ） 

勤務時間等 
（月～金）    時   分 ～   時   分 
（土曜日）   時   分 ～   時   分 

出 産 出産予定日   ・  ・ 病 院 名 
 

 
 

保護者又は 
家族が病気の 

場合 

氏名 
 
 

続  柄 
 
 

病名 
 
 

病院名 
 
 

入院の期間    ・ ・  ～   ・ ・ 

入室希
望理由 

 
 

祖
父
母
に
つ
い
て 

父 
 

 
方 

祖 
 

父 

氏  名 年齢 状  況 

  同居・別居・死亡・その他（       ） 

住所 
 

電話 

職業 勤務先 

有・無  

祖 
 

母 
氏  名 年齢 状  況 

  同居・別居・死亡・その他（       ） 

住所 
 

電話 

職業 勤務先 

有・無  

母 
 

 

方 

祖 
 

父 

氏  名 年齢 状  況 

  同居・別居・死亡・その他（       ） 

住所 
 

電話 

職業 勤務先 

有・無  

祖 
 

母 

氏  名 年齢 状  況 

  同居・別居・死亡・その他（       ） 

住所 
 

電話 

職業 勤務先 

有・無  

同居の場合入室 
を希望する理由 

１ 就労 ２ 求職活動 ３ 就学 ４ 出産  

５ 病気／障害／看護・介護 ６ 災害 ７ その他（            ） 

緊 急 
連絡先 

氏名       続柄   電話番号        携帯電話 

氏名       続柄   電話番号        携帯電話 



 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市放課後児童クラブ条

例施行規則の規定により作成されている様式については、当分の間、使用すること

ができる。 



 

 

さいたま市規則第６８号 

   さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額

を定める条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を定

める条例施行規則（平成２７年さいたま市規則第７０号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （利用者負担額徴収職員）  （利用者負担額徴収職員） 

第９条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１５３条第１項の規定により、児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第５６条第７項

及び第８項並びに法附則第６条第７項の規定によ

る利用者負担額の滞納処分のための質問、検査又

は捜索（以下「捜索等」という。）に関する権限

を委任することができる。 

第９条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１５３条第１項の規定により、地方自治

法第２３１条の３第３項及び法附則第６条第７項

の規定による利用者負担額の滞納処分のための質

問、検査又は捜索（以下「捜索等」という。）に

関する権限を委任することができる。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 備考  備考 

 １・２ ［略］  １・２ ［略］ 

 ３ 「養育里親等」とは、児童福祉法第６条の３

第８項に規定する小規模住居型児童養育事業を

行う者、同法第６条の４第１号に規定する養育

里親又は同法第７条第１項に規定する児童福祉

施設（乳児院、児童養護施設、児童心理治療施 

  設及び児童自立支援施設に限る。）の長をいう。

 ３ 「養育里親等」とは、児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第６条の３第８項に規定す

る小規模住居型児童養育事業を行う者、同法第

６条の４第１号に規定する養育里親又は同法第

７条第１項に規定する児童福祉施設（乳児院、

児童養護施設、児童心理治療施設及び児童自立

支援施設に限る。）の長をいう。 

  

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 備考  備考 

 １～１０ ［略］  １～１０ ［略］ 

 １１ 市町村民税の申告を行わないこと等により  



 

 

市町村民税の額が不明な場合は、第１１階層

に属するものと推定し、利用者負担額を定め

る。 

  

別記様式（第９条関係） 別記様式（第９条関係） 

（表） （表） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

（裏） （裏） 

１ 本証は、児童福祉法第５６条第７項及び

第８項並びに子ども・子育て支援法附則第

６条第７項の規定による利用者負担額の滞

納処分のための質問、検査又は捜索に関す

る事務を行う場合には、必ず携帯しなけれ

ばならない。 

２～４ ［略］ 
 

１ 本証は、地方自治法第２３１条の３第３

項及び子ども・子育て支援法附則第６条第

７項の規定による利用者負担額の滞納処分

のための質問、検査又は捜索に関する事務

を行う場合には、必ず携帯しなければなら

ない。 

２～４ ［略］ 
 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後のさいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

に関する利用者負担額を定める条例施行規則別表第２の規定は、この規則の施行の

日以後に行われる子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２７条第１

項に規定する特定教育・保育、同法第２８条第１項第２号に規定する特別利用保育、

同項第３号に規定する特別利用教育、同法第２９条第１項に規定する特定地域型保

育、同法第３０条第１項第２号に規定する特別利用地域型保育、同項第３号に規定

する特定利用地域型保育及び同項第４号に規定する特例保育（以下この項において

「特定教育・保育等」という。）に係る利用者負担額について適用し、同日前に行

われた特定教育・保育等に係る利用者負担額については、なお従前の例による。 



 

 

さいたま市規則第６９号 

   さいたま市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する 

規則 

 さいたま市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則（平成２１年さいたま

市規則第７６号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （市長が必要と認める図書等）  （市長が必要と認める図書等） 

第２条 省令第２条第１項に規定する市長が必要と 

認める図書は、次の各号に掲げる場合の区分に応 

じ、当該各号に定めるとおりとする。 

第２条 省令第２条第１項に規定する市長が必要と

認める図書は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定めるとおりとする。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 

⑸ 法第５条第１項から第７項までの規定による 

認定の申請（以下「認定申請」という。）に係 

る住宅の構造及び設備について、長期使用構造 

等とするための措置及び維持保全の方法の基準 

（平成２１年国土交通省告示第２０９号）第３ 

に定める基準を満たすこととなる措置が講じら 

れていない場合 品確法施行規則第８０条第１ 

項の特別評価方法認定書の写し又は品確法施行 

規則第８３条第１項の証明書と同等の内容を有 

する書類の写し 

⑸ 法第５条第１項から第５項までの規定による 

認定の申請（以下「認定申請」という。）に係 

る住宅の構造及び設備について、長期使用構造 

等とするための措置及び維持保全の方法の基準 

（平成２１年国土交通省告示第２０９号）第３ 

に定める基準を満たすこととなる措置が講じら 

れていない場合 品確法施行規則第８０条第１ 

項の特別評価方法認定書の写し又は品確法施行 

規則第８３条第１項の証明書と同等の内容を有 

する書類の写し 

 ⑹～⑼ ［略］ ⑹～⑼ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

    

（市長が不要と認める図書） （市長が不要と認める図書） 

第３条 省令第２条第３項に規定する市長が不要と

認める図書は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定めるとおりとする。 

第３条 省令第２条第３項に規定する市長が不要と

認める図書は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定めるとおりとする。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 一の建築物において、同時に２以上の認定申 

請（法第５条第１項から第３項まで及び第６項 

の規定による認定の申請に限る。）又は変更の 

認定申請（法第８条第２項において準用する法 

第５条第１項から第３項まで及び第６項の規定 

による変更の認定申請をいう。）を行う場合で 

⑶ 一の建築物において、同時に２以上の認定申 

請（法第５条第１項から第３項までの規定によ 

る認定の申請に限る。）又は変更の認定申請（ 

法第８条第２項において準用する法第５条第１ 

項から第３項までの規定による変更の認定申請 

をいう。）を行う場合であって、省令第２条第 



 

 

あって、省令第２条第１項に掲げる図書のうち 

共用部分に係るものを同時に申請するいずれか 

の申請書に添付したとき 当該共用部分に係る 

図書 

１項に掲げる図書のうち共用部分に係るものを 

同時に申請するいずれかの申請書に添付したと 

き 当該共用部分に係る図書 

⑷ ［略］ ⑷ ［略］ 

  

 （居住環境の維持及び向上への配慮に係る事項）  （居住環境の維持及び向上への配慮に係る事項） 

第４条 法第６条第１項第３号に規定する地域にお

ける居住環境の維持及び向上への配慮に関する基

準は、次に掲げるものとする。 

第４条 法第６条第１項第３号に規定する地域にお

ける居住環境の維持及び向上への配慮に関する基

準は、次の各号に掲げるものとする。 
 ⑴ 認定申請に係る建築物を都市計画法第４条第

９項の地区計画等の区域のうち、都市計画法第

１２条の５第２項第１号の地区整備計画が定め

られている区域において建築しようとする場合

又は当該建築物が当該区域に現に存する場合に

あっては、当該建築物が同条第７項の規定によ

り定められた事項（同項第２号に係るものに限

る。）に適合していること。 

⑴ 都市計画法第４条第９項の地区計画等の区域 
のうち、都市計画法第１２条の５第２項第１号 
の地区整備計画が定められている区域において 
建築しようとする場合にあっては、当該建築物 
が同条第７項の規定により定められた事項（同 
項第２号に係るものに限る。）に適合している 
こと。 

⑵ 認定申請に係る建築物を景観法第８条第１項

の景観計画の区域において建築しようとする場

合又は当該建築物が当該区域に現に存する場合

にあっては、当該建築物が同条第４項第２号の 
規定により定められた制限に適合していること。

⑵ 景観法第８条第１項の景観計画の区域におい 
て建築しようとする場合にあっては、当該建築 
物が同条第４項第２号の規定により定められた 
制限に適合していること。 

 ⑶ 認定申請に係る建築物を次に掲げる区域にお

いて建築しないこと又は当該建築物が当該区域

に現に存しないこと。ただし、当該建築物が区

域の設定した目的を達成するためのものである

場合は、この限りでない。 

  ア～ウ ［略］ 

 ⑶ 認定申請に係る建築物を次の区域において建

築しないこと。ただし、建築物の建築が区域の

設定した目的を達成するためのものである場合

は、この限りでない。 

 

  ア～ウ ［略］ 

 ⑷ ［略］ ⑷ ［略］ 

  

 （自然災害による被害の発生の防止又は軽減への 

配慮に係る事項） 

 （自然災害による被害の発生の防止又は軽減への 

配慮に係る事項） 

第５条 法第６条第１項第４号に規定する自然災害

による被害の発生の防止又は軽減への配慮に関す

る基準は、認定申請に係る建築物を次に掲げる区

域において建築しようとするものではないこと又

は当該建築物が当該区域に現に存しないこととす

る。ただし、当該区域の廃止若しくは指定の解除

が決定している場合又は短期間で当該区域の廃止

若しくは指定の解除が確実と見込まれる場合は、

この限りでない。 

第５条 法第６条第１項第４号に規定する自然災害 

による被害の発生の防止又は軽減への配慮に関す 

る基準は、認定申請に係る建築物を次に掲げる区 

域において建築しようとするものではないことと 

する。ただし、当該区域の廃止若しくは指定の解 

除が決定している場合又は短期間で当該区域の廃 

止若しくは指定の解除が確実と見込まれる場合は、

この限りでない。 

 ⑴～⑶ ［略］  ⑴～⑶ ［略］ 

  

 （申請の取下げ）  （申請の取下げ） 

第６条 認定申請、変更の認定申請（法第８条第２ 

項において準用する法第５条第１項から第７項ま 

での規定による変更の認定申請をいう。）又は法 
第１０条の承認の申請を取り下げようとする者は、

第６条 認定申請、変更の認定申請（法第８条第２

項において準用する法第５条第１項から第５項ま 

での規定による変更の認定申請をいう。）又は法 
第１０条の承認の申請を取り下げようとする者は、



 

 

長期優良住宅認定申請取下届（様式第１号）の正 
本及び副本を市長に提出しなければならない。 

長期優良住宅認定申請取下届（様式第１号）の正 
本及び副本を市長に提出しなければならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （取りやめる旨の申出） （取りやめる旨の申出） 

第９条 法第１４条第１項第２号の規定による申出

をしようとする認定計画実施者は、取りやめる旨

の届出書（様式第４号）の正本及び副本に省令第

６条の認定通知書（法第８条第１項の規定による

変更の認定（以下「変更認定」という。）を受け

た者は省令第９条の変更認定通知書）を添えて市

長に届け出なければならない。 

第９条 法第１４条第１項第２号の規定による申出

をしようとする認定計画実施者は、認定長期優良

住宅建築等計画に基づく住宅の建築又は維持保全

を取りやめる旨の届出書（様式第４号）の正本及

び副本に省令第６条の認定通知書（法第８条第１

項の規定による変更の認定（以下「変更認定」と

いう。）を受けた者は省令第９条の変更認定通知

書）を添えて市長に届け出なければならない。 
  

様式第１号（第６条関係） 様式第１号（第６条関係） 

長期優良住宅認定申請取下届 
 ［略］ 
 １ 受付番号 第   号 
  

２・３ ［略］ 
   
 ４ ［略］ 

長期優良住宅認定申請取下届 
 ［略］ 
 １ 長期優良住宅建築等計画認定申請受付番号 

第   号 
 ２・３ ［略］ 
 ４ 工事種別 新築・増築・改築 
 ５ ［略］ 

［略］ 
 ［略］ 

 

［略］  

 ［略］ 
 

備考 ［略］ 備考 ［略］ 

  

様式第２号（第７条関係） 
認定しない旨の通知書 

 ［略］  
 １～３ ［略］ 
  
 ４ ［略］ 
（教示） 

［略］ 

様式第２号（第７条関係） 
認定しない旨の通知書 

 ［略］  
１～３ ［略］ 
４ 工事種別 新築・増築・改築 
５ ［略］ 

（教示） 
［略］ 

  

様式第３号（第８条関係） 様式第３号（第８条関係） 

認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築が

完了した旨の報告書 
 ［略］  
 １～５ ［略］ 
 ６ 認定長期優良住宅建築等計画により住宅の建

築が完了したことを確認した建築士（工事施工

者） 
【資 格】（ 級）建築士（ ）登録第 号 
【住 所】 
【氏 名】 

  
 
 

認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築が

完了した旨の報告書 
 ［略］ 
 １～５ ［略］ 
  ６ 認定長期優良住宅建築等計画により住宅の建

築が完了したことを確認した建築士等 
 
【資 格】（ 級）建築士（ ）登録第 号 
【住 所】 
【氏 名】 

      【建築士事務所名】（ 級）建築士事務所（ 
 ）知事登録第 号 

      名 称 



 

 

 
７ 工事完了日   年  月  日 

備考 ［略］ 

      所在地 
 
備考 ［略］ 

  
様式第４号（第９条関係） 様式第４号（第９条関係） 

取りやめる旨の届出書 
 

 ［略］ 
認定長期優良住宅建築等計画又は認定長期優良住

宅維持保全計画に基づく住宅の建築又は維持保全を

取りやめたいので、さいたま市長期優良住宅の普及

の促進に関する法律施行細則第９条の規定により届

け出ます。 
１ 長期優良住宅建築等計画又は長期優良住宅維 
持保全計画の（変更）認定番号 

      第     号 
２ 長期優良住宅建築等計画又は長期優良住宅維 
持保全計画の（変更）認定年月日 
    年  月  日 

３・４ ［略］ 
  

５ ［略］ 
備考 ［略］ 

認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築又

は維持保全を取りやめる旨の届出書 

 ［略］ 
認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築

又は維持保全を取りやめたいので、さいたま市長期

優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則第９条

の規定により届け出ます。 
 
１ 長期優良住宅建築等計画の（変更）認定番号 
    第     号 
 
２ 長期優良住宅建築等計画の（変更）認定年月 
日   年  月  日 

 
３・４ ［略］ 
５ 工事種別 新築・増築・改築 
６ ［略］ 

備考 ［略］ 

  

様式第５号（その１）（第１０条関係） 様式第５号（その１）（第１０条関係） 

認定を取り消す旨の通知書 

 ［略］ 
 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第１４条

第１項第１号又は第３号の規定により、次の認定長

期優良住宅建築等計画又は認定長期優良住宅維持保

全計画についてはその認定を取り消しましたので、

同条第２項の規定によりこれを通知します。これに

より、認定通知書はその効力を失います。 

 １～３ ［略］ 
  
 ４ ［略］ 
（教示） 

［略］ 

認定を取り消す旨の通知書 

 ［略］ 
 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第１４条 

第１項第１号又は第３号の規定により、次の建築物 

の長期優良住宅建築等計画についてはその認定を取 

り消しましたので、同条第２項の規定によりこれを 

通知します。これにより、認定通知書はその効力を 

失います。 

１～３ ［略］ 
４ 工事種別 新築・増築・改築 
５ ［略］ 

（教示） 
［略］ 

  
様式第５号（その２）（第１０条関係） 様式第５号（その２）（第１０条関係） 

認定を取り消す旨の通知書 認定を取り消す旨の通知書 
［略］ 

 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第１４条

第１項第２号の規定により、申出のあった次の認定

長期優良住宅建築等計画又は認定長期優良住宅維持 

保全計画について、その認定を取り消しましたので、

同条第２項の規定によりこれを通知します。これに 

より、認定通知書はその効力を失います。 

 １～３ ［略］ 

 ［略］ 

 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第１４条

第１項第２号の規定により、申出のあった次の認定

長期優良住宅建築等計画について、その認定を取り

消しましたので、同条第２項の規定によりこれを通

知します。これにより、認定通知書はその効力を失

います。 

 １～３ ［略］ 



 

 

 
４ ［略］ 

４ 工事種別 新築・増築・改築 
５ ［略］ 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市長期優良住宅の普及

の促進に関する法律施行細則の規定により作成されている様式については、当分の

間、使用することができる。 

 



 

 

さいたま市規則第７０号 

   さいたま市職員互助会条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市職員互助会条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第３１号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（会員の資格） （会員の資格） 

第３条 条例第２条に規定する会員は、さいたま市 第３条 条例第２条に規定する会員は、次に掲げる 

 の職員として埼玉県市町村職員共済組合の組合員  会員の区分に応じ、当該各号に定める日から会員 

 となった日から会員の資格を取得する。  の資格を取得する。 

  ⑴ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職

員である会員 埼玉県市町村職員共済組合の組

合員となった日 

  ⑵ 前号に掲げる者を除く会員 さいたま市の職

員となった日 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  

 （掛金）  （掛金） 

第５条 会員は、掛金として、次の各号に掲げる会

員の区分に応じ、当該各号に定める額（以下「給

料の月額等」という。）の１，０００分の５（１ 

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

）を、毎月納入しなければならない。この場合に 

おいて、給料の月額等が、４９６，０００円を超 

えるとき又はさいたま市技能職員の給与に関する 

規則（平成１３年さいたま市規則第４０号）別表 

第１に定める技能職給料表職務の級１級５号給の 

給料月額に満たないときは、それぞれ当該額をも 

って給料の月額等とする。 

第５条 会員は、掛金として、毎月当該会員に係る

当該月の給料額（以下「給料月額」という。）の

１，０００分の５（１円未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てる。）を、納入しなければな

らない。この場合において、給料月額が、４９６ 

，０００円を超えるときは、当該額をもって給料 

月額とする。 

 ⑴ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。

以下「法」という。）第２２条の２第１項第１

号に掲げる職員（法第５７条に規定する単純な 

労務に雇用される者及び水道局企業職員を除く。

）である会員 さいたま市会計年度任用職員の 

給与及び費用弁償に関する条例（令和元年さい 

たま市条例第１８号）第３条第２項の基本報酬 

 



 

 

の額に月の初日から末日までの期間における勤 

務時間数（さいたま市会計年度任用職員の給与 

及び費用弁償に関する条例施行規則（令和元年 

さいたま市規則第５５号）第４条の時間数を含 

む。）を乗じて得た額 

 ⑵ 法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（

法第５７条に規定する単純な労務に雇用される

者及び水道局企業職員に限る。）である会員 

給料等（さいたま市技能職員の給与に関する規

則第７条第３項第１号の給料に同項第２号の地

域手当を加えた額及びさいたま市水道局企業職

員の給与に関する規程（平成１３年さいたま市

水道部企業管理規程第２８号）第２８条第４項

第１号の給料に同項第２号の地域手当を加えた

額をいう。）に月の初日から末日までの期間に

おける勤務時間数（さいたま市会計年度任用職

員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則第

４条の時間数を含む。）を乗じて得た額 

⑶ さいたま市特別職の職員で非常勤のものの報 

酬及び費用弁償に関する条例（平成１３年さい 

たま市条例第３７号）第１条のさいたま市特別 

職の職員で非常勤のものである会員 同条例別 

表の報酬の額 

 ⑷ 前３号に掲げる会員以外の会員 給料の月額

（さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給

与の特例に関する条例（平成２１年さいたま市

条例第３５号）第７条及び第８条の規定により

算出された額並びにさいたま市特別職の職員で

常勤のものの給与に関する条例（平成１３年さ

いたま市条例第４０号）第３条、さいたま市職

員の給与に関する条例（平成１３年さいたま市

条例第４２号）第２条、さいたま市技能職員の

給与の種類及び基準に関する条例（平成１３年

さいたま市条例第４３号）第４条第１項、さい

たま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例第２条第１項（さいたま市技能職員

の給与に関する規則第７条第１項及びさいたま

市水道局企業職員の給与に関する規程第２８条

第１項の規定によりその例によることとされる

場合を含む。）及びさいたま市水道局企業職員

の給与の種類及び基準に関する条例（平成１３

年さいたま市条例第２７７号）第２条第２項の

給料の月額をいう。） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる会

員については、掛金を減額し、又は免除すること

ができる。 

 ⑴ ［略］ 

 ⑵ ３歳に満たない子を養育している会員で、地

方公務員の育児休業等に関する法律第１０条第

１項の育児短時間勤務（同法第１７条に規定す

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる会

員については、掛金を減額し、又は免除すること

ができる。 

 ⑴ ［略］ 

 ⑵ ３歳に満たない子を養育している会員で、地

方公務員の育児休業等に関する法律第１０条第

１項又は第１９条第１項の育児短時間勤務又は



 

 

る短時間勤務を含む。）又は第１９条第１項の

部分休業の承認を受けているもの 

⑶ さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に

関する条例施行規則（平成１３年さいたま市規

則第２９号）第２１条第１項第３号本文（さい

たま市技能職員の勤務時間等に関する規則（平

成１３年さいたま市規則第３０号）第３条の規 

定によりその例によることとされる場合を含む。

）又はさいたま市水道局企業職員就業規程（平 

成１３年さいたま市水道部企業管理規程第２３ 

号）第１８条第２項第３号の規定の適用を受け 

ている会員 

⑷ さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及び 

休暇に関する規則（令和元年さいたま市規則第 

５１号）第１１条第１項第３号（さいたま市技 

能職員の勤務時間等に関する規則第３条及びさ 

いたま市水道局企業職員就業規程第３１条第１ 

項の規定によりその例によることとされる場合 

を含む。）の規定の適用を受けている会員 

部分休業の承認を受けているもの 

 

⑶ さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に 

関する条例施行規則（平成１３年さいたま市規 

則第２９号）第２１条第１項第３号本文の規定 

の適用を受けている会員 

 

 

 

 

 

 

⑷ さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及び 

休暇に関する規則（令和元年さいたま市規則第 

５１号）第１１条第１項第３号の規定の適用を 

受けている会員 

３～６ ［略］ ３～６ ［略］ 

  

   附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 



 

さいたま市規則第７１号 

   さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

 さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行規則（平成１３年さい

たま市規則第２９号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （特別休暇）  （特別休暇） 

第２１条 条例第１５条の規則で定める場合は、次

の各号に掲げる場合とし、その期間は、当該各号

に定める期間とする。 

第２１条 条例第１５条の規則で定める場合は、次

の各号に掲げる場合とし、その期間は、当該各号

に定める期間とする。 

 ⑴～⒂ ［略］  ⑴～⒂ ［略］ 

 ⒃ 職員の配偶者等が出産する場合であってその 

出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあって 

は、１４週間）前の日から当該出産の日以後１ 

年を経過する日までの期間にある場合において、

当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達す 

るまでの子（配偶者等の子を含む。）を養育す 

る職員が、これらの子の養育のため勤務しない 

ことが相当であると認められるとき 当該期間 

内における５日の範囲内の期間 

 ⒃ 職員の配偶者等が出産する場合であってその 

出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあって 

は、１４週間）前の日から当該出産の日後８週 

間を経過する日までの期間にある場合において、

当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達す 

るまでの子（配偶者等の子を含む。）を養育す 

る職員が、これらの子の養育のため勤務しない 

ことが相当であると認められるとき 当該期間 

内における５日の範囲内の期間 

 ⒄～( 2 4 ) ［略］  ⒄～(24) ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  

   附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第７２号 

   さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及び休暇に関する規則の一部を改正す

る規則 

 さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及び休暇に関する規則（令和元年さいたま

市規則第５１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （会計年度任用職員の特別休暇）  （会計年度任用職員の特別休暇） 

第１１条 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、

 会計年度任用職員（第９号から第１１号までに掲

げる場合にあっては、１週間の勤務日が３日以上

とされている会計年度任用職員又は週以外の期間

によって勤務日が定められている会計年度任用職

員で１年間の勤務日が１２１日以上であるもので

あって、６月以上の任期が定められているもの又

は６月以上継続勤務しているものに限る。）に対

して当該各号に定める期間の有給の休暇を与える

ものとする。 

第１１条 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、

 会計年度任用職員（第９号から第１１号までに掲

げる場合にあっては、１週間の勤務日が３日以上

とされている会計年度任用職員又は週以外の期間

によって勤務日が定められている会計年度任用職

員で１年間の勤務日が１２１日以上であるもので

あって、６月以上の任期が定められているもの又

は６月以上継続勤務しているものに限る。）に対

して当該各号に定める期間の有給の休暇を与える

ものとする。 

 ⑴～⑽ ［略］  ⑴～⑽ ［略］ 

 ⑾ 会計年度任用職員の配偶者等が出産する場合

であってその出産予定日の６週間（多胎妊娠の

場合にあっては、１４週間）前の日から当該出

産の日以後１年を経過する日までの期間にある

場合において、当該出産に係る子（条例第９条

第１項の規定により子に含まれるものとされる

者を含む。以下同じ。）又は小学校就学の始期

に達するまでの子（配偶者等の子を含む。次項

第５号において同じ。）を養育する会計年度任

用職員が、これらの子の養育のため勤務しない

ことが相当であると認められるとき 当該期間

内における５日（勤務日ごとの勤務時間の時間

数が同一でない会計年度任用職員にあっては、

勤務日１日当たりの勤務時間に５を乗じて得た

数の時間）の範囲内の期間 

 ⑾ 会計年度任用職員の配偶者等が出産する場合 

であってその出産予定日の６週間（多胎妊娠の 

場合にあっては、１４週間）前の日から当該出 

産の日後８週間を経過する日までの期間にある 

場合において、当該出産に係る子（条例第９条 

第１項の規定により子に含まれるものとされる 

者を含む。以下同じ。）又は小学校就学の始期 

に達するまでの子（配偶者等の子を含む。次項 

第５号において同じ。）を養育する会計年度任 

用職員が、これらの子の養育のため勤務しない 

ことが相当であると認められるとき 当該期間 

内における５日（勤務日ごとの勤務時間の時間 

数が同一でない会計年度任用職員にあっては、 

勤務日１日当たりの勤務時間に５を乗じて得た 

数の時間）の範囲内の期間 

 ⑿～⒂ ［略］  ⑿～⒂ ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 



 

 

  

附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第７３号 

   さいたま市職員の育児休業等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市職員の育児休業等に関する条例施行規則（平成２０年さいたま市規則第

２２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （条例第２条の３及び第２条の４の規則で定める

特別の事情） 

 

第４条 条例第２条の３及び第２条の４の規則で定

める特別の事情は、条例第３条第１号から第４号

までに掲げる事情とする。 

 

  

 （条例第２条の３の継続的な勤務のために特に必

要と認められる場合として規則で定める場合） 

 （条例第２条の３の継続的な勤務のために特に必

要と認められる場合として規則で定める場合） 

第５条 条例第２条の３第３号ウの規則で定める場

合は、次に掲げる場合とし、同号ウに掲げる場合

に該当するかどうかの判断は、育児休業の承認の

請求があった時点において判明している事情に基

づき行うものとする。 

第４条 条例第２条の３第３号イの規則で定める場

合は、次に掲げる場合とし、同号イに掲げる場合

に該当するかどうかの判断は、育児休業の承認の

請求があった時点において判明している事情に基

づき行うものとする。 

 ⑴ 条例第２条の３第３号ウに規定する当該子に 

ついて、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４ 

号）第３９条第１項に規定する保育所若しくは 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的 

な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第 

７７号）第２条第６項に規定する認定こども園 

における保育又は児童福祉法第２４条第２項に 

規定する家庭的保育事業等による保育の利用を 

希望し、申込みを行っているが、当該子の１歳 

到達日後の期間について、当面その実施が行わ 

れない場合 

 ⑴ 条例第２条の３第３号イに規定する当該子に

ついて、保育所における保育の実施を希望し、

申込みを行っているが、当該子の１歳到達日後

の期間について、当面その実施が行われない場

合 

 ⑵ 常態として条例第２条の３第３号ウに規定す

る当該子を養育している当該子の親（当該子に

ついて民法（明治２９年法律第８９号）第８１

７条の２第１項の規定により特別養子縁組の成

立について家庭裁判所に請求した者（当該請求

に係る家事審判事件が裁判所に係属している場

合に限る。）であって当該子を現に監護するも

 ⑵ 常態として条例第２条の３第３号イに規定す

る当該子を養育している当該子の親（当該子に

ついて民法（明治２９年法律第８９号）第８１

７条の２第１項の規定により特別養子縁組の成

立について家庭裁判所に請求した者（当該請求

に係る家事審判事件が裁判所に係属している場

合に限る。）であって当該子を現に監護するも



 

 

の又は児童福祉法第２７条第１項第３号の規定

により当該子を委託されている同法第６条の４

第２号に規定する養子縁組里親若しくは同条第

１号に規定する養育里親である者（児童の親そ

の他の同法第２７条第４項に規定する者の意に

反するため、同項の規定により、同法第６条の

４第２号に規定する養子縁組里親として当該児

童を委託することができない者に限る。）を含

む。以下この項において同じ。）である配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下同じ。）であって当該子

の１歳到達日後の期間について常態として当該

子を養育する予定であったものが次のいずれか

に該当した場合 

の又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号

）第２７条第１項第３号の規定により当該子を

委託されている同法第６条の４第２号に規定す

る養子縁組里親若しくは同条第１号に規定する

養育里親である者（児童の親その他の同法第２

７条第４項に規定する者の意に反するため、同

項の規定により、同法第６条の４第２号に規定 

する養子縁組里親として当該児童を委託するこ 

とができない者に限る。）を含む。以下この項 

において同じ。）である配偶者（届出をしない 

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下同じ。）であって当該子の１歳到達日後の 

期間について常態として当該子を養育する予定 

であったものが次のいずれかに該当した場合 

  ア～エ ［略］   ア～エ ［略］ 

 ⑶ 前条に規定する事情に該当した場合  

  

（条例第２条の４第３号の継続的な勤務のために 

特に必要と認められる場合として規則で定める場 

合） 

（条例第２条の４第２号の継続的な勤務のために 

特に必要と認められる場合として規則で定める場 

合） 

第６条 前条の規定は、条例第２条の４第３号の規 

則で定める場合について準用する。この場合にお 

いて、前条中「１歳到達日」とあるのは、「１歳 

６か月到達日」と読み替えるものとする。 

第４条の２ 前条の規定は、条例第２条の４第２号 

の規則で定める場合について準用する。この場合 

において、前条中「１歳到達日」とあるのは、「 

１歳６か月到達日」と読み替えるものとする。 

  

（育児休業の承認の請求手続） （育児休業の承認又は期間の延長の承認の請求手 

続） 

第７条 育児休業の承認の請求は、任命権者が定め

る育児休業承認請求書により行い、条例第３条第

７号に掲げる事情に該当して育児休業の承認を請

求する場合を除き、育児休業を始めようとする日

の１月（次に掲げる場合にあっては、２週間）前

までに行うものとする。 

第５条 育児休業の承認又は期間の延長の承認の請

求は、任命権者が定める育児休業承認請求書によ

り行い、条例第３条第８号に掲げる事情に該当し

て育児休業の承認を請求する場合を除き、育児休

業を始めようとする日の１月（条例第２条の３第

３号に掲げる場合又は条例第２条の４の規定に該

当する場合にあっては、２週間。以下この項にお

いて同じ。）前又はその期間の末日の翌日の１月

前までに行うものとする。 

 ⑴ 当該請求に係る子の出生の日から条例第３条

の２に規定する期間内に育児休業をしようとす

る場合 

 

 ⑵ 条例第２条の３第３号に掲げる場合に該当す

る場合であって、当該請求をする日が当該請求

に係る子の１歳到達日（当該請求をする非常勤

職員が同条第２号に掲げる場合に該当してする

育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当

してする育児休業法その他の法律の規定による

育児休業の期間の末日とされた日が当該請求に

係る子の１歳到達日後である場合は、当該末日

とされた日（当該育児休業の期間の末日とされ

 



 

 

た日と当該育児休業法その他の法律の規定によ

る育児休業の期間の末日とされた日が異なると

きは、そのいずれかの日））以前の日である場

合 

 ⑶ 条例第２条の４の規定に該当する場合であっ

て、当該請求をする日が当該請求に係る子の１

歳６か月到達日以前の日である場合 

 

２ 任命権者は、育児休業の承認の請求について、

その事由を確認する必要があると認めるときは、

当該請求をした職員に対して、証明書類の提出を

求めることができる。ただし、任期を定めて採用

された職員が条例第３条第７号に掲げる事情に該

当して育児休業の承認を請求した場合は、この限

りでない。 

２ 任命権者は、育児休業の承認又は期間の延長の

承認の請求について、その事由を確認する必要が

あると認めるときは、当該請求をした職員に対し

て、証明書類の提出を求めることができる。ただ

し、非常勤職員が条例第３条第８号に掲げる事情

に該当して育児休業の承認を請求した場合は、こ

の限りでない。 

 ３ 条例第３条第５号の育児休業等計画書は、育児

休業承認請求書と同時に提出するものとする。 

  

（育児休業の期間の延長の請求手続）  

第８条 育児休業の期間の延長の請求は、任命権者

が定める育児休業承認請求書により行い、条例第

３条第７号に規定する職員が任期を更新されるこ

とに伴い育児休業の期間の延長を請求する場合を

除き、育児休業の期間の末日とされている日の翌

日の１月（次に掲げる育児休業の期間を延長しよ

うとする場合にあっては、２週間）前までに行う

ものとする。 

 

 ⑴ 当該請求に係る子の出生の日から条例第３条

の２に規定する期間内にしている育児休業（当

該期間内に延長後の育児休業の期間の末日とさ

れる日があることとなるものに限る。） 

 

 ⑵ 条例第２条の３第３号に掲げる場合に該当し

てしている育児休業 

 

 ⑶ 条例第２条の４の規定に該当してしている育

児休業 

 

２ 前条第２項本文の規定は、育児休業の期間の延

長の請求について準用する。 

 

  

（育児休業に係る子が死亡した場合等の届出） （育児休業に係る子が死亡した場合等の届出） 

第９条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２ 第７条第２項本文の規定は、前項の規定による

届出について準用する。 

２ 前条第２項本文の規定は、前項の規定による届

出について準用する。 

  

第１０条 ［略］ 第７条 ［略］ 

  

（育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求手 

続） 

（育児短時間勤務の承認又は期間の延長の承認の 

請求手続） 

第１１条 第７条第２項本文の規定は、育児短時間

勤務の承認又は期間の延長の請求について準用す

る。 

第８条 第５条第２項本文の規定は、育児短時間勤

務の承認又は期間の延長の承認の請求について準

用する。 



 

 

２ 条例第１１条第６号の育児短時間勤務計画書は、

育児短時間勤務承認請求書と同時に提出するもの 

とする。 

２ 条例第１１条第６号の育児休業等計画書は、育

児短時間勤務承認請求書と同時に提出するものと

する。 

  

（育児短時間勤務に係る子が死亡した場合等の届 

出） 

（育児短時間勤務に係る子が死亡した場合等の届 

出） 

第１２条 第９条の規定は、育児短時間勤務につい 

 て準用する。 

第９条 第６条の規定は、育児短時間勤務について

準用する。 

  

第１３条 ［略］ 第１０条 ［略］ 

  

第１４条 ［略］ 第１０条の２ ［略］ 

  

 （部分休業の承認の請求手続）  （部分休業の承認の請求手続） 

第１５条 ［略］ 第１１条 ［略］ 

２ 第７条第２項本文の規定は、部分休業の承認の 

請求について準用する。 

２ 第５条第２項本文の規定は、部分休業の承認の

請求について準用する。 

  

（部分休業に係る子が死亡した場合等の届出） （部分休業に係る子が死亡した場合等の届出） 

第１６条 第９条の規定は、部分休業について準用 

する。 

第１２条 第６条の規定は、部分休業について準用

する。 

  

第１７条 ［略］ 第１３条 ［略］ 

  

附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第７４号 

さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則（令和元年

さいたま市規則第５５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （期末手当） 

第１８条 ［略］ 

 （期末手当） 

第１８条 ［略］ 

２～６ ［略］ 

７ 第５項の在職期間は、条例の適用を受ける職員

として在職した期間（週当たりの勤務時間が１５

時間３０分に満たない職員として在職した期間及

び他の条例の規定に基づき市費から支弁される期

末手当の算定基礎となる期間を除く。第１０項及

び第２１条第１項において同じ。）とし、その算

定に当たっては、次に掲げる期間を除算する。 

 ⑴ ［略］ 

⑵ 育児休業法第２条の規定により育児休業（次 

に掲げる育児休業を除く。）をしている職員と 

して在職した期間については、その２分の１の 

期間 

 

 

ア 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子 

の出生の日からさいたま市職員の育児休業等 

に関する条例（平成１３年さいたま市条例第 

３０号）第３条の２に規定する期間内にある 

育児休業であって、当該育児休業の承認に係 

る期間（当該期間が２以上あるときは、それ 

ぞれの期間を合算した期間）が１月以下であ 

る育児休業 

  イ 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子

の出生の日からさいたま市職員の育児休業等 

に関する条例第３条の２に規定する期間内に 

ある育児休業以外の育児休業であって、当該 

育児休業の承認に係る期間（当該期間が２以 

２～６ ［略］ 

７ 第５項の在職期間は、条例の適用を受ける職員

として在職した期間（週当たりの勤務時間が１５

時間３０分に満たない職員として在職した期間及

び他の条例の規定に基づき市費から支弁される期

末手当の算定基礎となる期間を除く。第１０項及

び第２１条第１項において同じ。）とし、その算

定に当たっては、次に掲げる期間を除算する。 

 ⑴ ［略］ 

⑵ 育児休業法第２条の規定により育児休業をし 

ている職員（当該育児休業の承認に係る期間（ 

当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間 

を合算した期間）が１月以下である職員を除く。

）として在職した期間については、その２分の 

１の期間 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

上あるときは、それぞれの期間を合算した期 

間）が１月以下である育児休業 

⑶ ［略］ 

８～１０ ［略］ 

 

 

⑶ ［略］ 

８～１０ ［略］ 

  

附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 



 

 

さいたま市規則第７５号 

さいたま市職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

さいたま市職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成１３年さいたま市規則

第５４号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （期末手当の支給を受ける職員） 

第２条 条例第２７条第１項前段の規定により期末

手当の支給を受ける職員は、同項に規定するそれ

ぞれの基準日に在職する職員（条例第２８条各号

のいずれかに該当する者を除く。）のうち、次に

掲げる職員以外の職員とする。 

⑴～⑸ ［略］ 

⑹ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」とい 

う。）第２条の規定により育児休業をしている 

職員のうち、さいたま市職員の育児休業等に関 

する条例（平成１３年さいたま市条例第３０号。

以下「育休条例」という。）第７条第１項に規 

定する職員以外の職員 

⑺・⑻ ［略］ 

 

（期末手当に係る在職期間） 

 （期末手当の支給を受ける職員） 

第２条 条例第２７条第１項前段の規定により期末

手当の支給を受ける職員は、同項に規定するそれ

ぞれの基準日に在職する職員（条例第２８条各号

のいずれかに該当する者を除く。）のうち、次に

掲げる職員以外の職員とする。 

⑴～⑸ ［略］ 

⑹ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」とい 

う。）第２条の規定により育児休業をしている 

職員のうち、さいたま市職員の育児休業等に関 

する条例（平成１３年さいたま市条例第３０号 

）第７条第１項に規定する職員以外の職員 

 

⑺・⑻ ［略］ 

 

（期末手当に係る在職期間） 

第８条 ［略］ 第８条 ［略］ 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間

を除算する。 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間

を除算する。 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 育児休業法第２条の規定又は育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律（平成３年法律第７６号。以下「育

児介護休業法」という。）第５条若しくは第９

条の２の規定により育児休業（次に掲げる育児

休業を除く。）をしている職員として在職した

期間については、その２分の１の期間 

   

 

ア 当該育児休業の承認又は申出に係る期間の 

 ⑵ 育児休業法第２条の規定又は育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律（平成３年法律第７６号。以下「育

児介護休業法」という。）第５条の規定により

育児休業をしている職員（当該育児休業の承認

又は申出に係る期間（当該期間が２以上あると

きは、それぞれの期間を合算した期間）が１月

以下である職員を除く。）として在職した期間

については、その２分の１の期間 

  



 

 

全部が育児休業法第２条の規定による育児休 

業で子の出生の日から育休条例第３条の２に 

規定する期間内にあるもの又は育児介護休業 

法第９条の２第１項に規定する育児休業であ 

って、当該育児休業の承認又は申出に係る期 

間（当該期間が２以上あるときは、それぞれ 

の期間を合算した期間）が１月以下である育 

児休業 

  イ 当該育児休業の承認又は申出に係る期間の 

全部が育児休業法第２条の規定による育児休 

業で子の出生の日から育休条例第３条の２に 

規定する期間内にあるもの以外の育児休業又 

は育児介護休業法第５条に規定する育児休業 

であって、当該育児休業の承認又は申出に係 

る期間（当該期間が２以上あるときは、それ 

ぞれの期間を合算した期間）が１月以下であ 

る育児休業 

 ⑶～⑹ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶～⑹ ［略］ 

３ ［略］ ３ ［略］ 

 

（勤勉手当の支給を受ける職員） 

第１８条 条例第３０条第１項前段の規定により勤

勉手当の支給を受ける職員は、同項に規定するそ

れぞれの基準日に在職する職員（条例第３０条第

５項において準用する条例第２８条各号のいずれ

かに該当する者を除く。）のうち、次に掲げる職

員以外の職員とする。 

 ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 育児休業法第２条の規定により育児休業をし 

ている職員のうち、育休条例第７条第２項に規 

定する職員以外の職員 

 

 

 

（勤勉手当の支給を受ける職員） 

第１８条 条例第３０条第１項前段の規定により勤

勉手当の支給を受ける職員は、同項に規定するそ

れぞれの基準日に在職する職員（条例第３０条第

５項において準用する条例第２８条各号のいずれ

かに該当する者を除く。）のうち、次に掲げる職

員以外の職員とする。 

 ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 育児休業法第２条の規定により育児休業をし 

ている職員のうち、さいたま市職員の育児休業 

等に関する条例第７条第２項に規定する職員以 

外の職員 

 

 （勤勉手当に係る勤務期間）  （勤勉手当に係る勤務期間） 

第２２条 ［略］ 第２２条 ［略］ 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間

を除算する。 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間

を除算する。 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 育児休業法第２条の規定又は育児介護休業法

第５条若しくは第９条の２の規定により育児休

業（第８条第２項第２号に掲げる育児休業を除

く。）をしている職員として在職した期間 

 

 

⑶～⑾ ［略］ 

 ⑵ 育児休業法第２条の規定又は育児介護休業法

第５条の規定により育児休業をしている職員（

当該育児休業の承認又は申出に係る期間（当該

期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合

算した期間）が１月以下である職員を除く。）

として在職した期間 

⑶～⑾ ［略］ 

３ ［略］ ３ ［略］ 

  

附 則 



 

 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 



さいたま市規則第７６号 

   さいたま市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市国民健康保険条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１２９号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （条例附則第１３項の規則で定める日）  （条例附則第１３項の規則で定める日） 

第３４条の４ 条例附則第１３項の規則で定める日

は、令和４年１２月３１日とする。 

第３４条の４ 条例附則第１３項の規則で定める日

は、令和４年９月３０日とする。 

  

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 


